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件  名 平成２４年度 国の施策・予算に関する提案・要望について 

経過・現状 

 

政 策 課 題 

＜経過・現状＞ 

【震災関連】 

・東日本大震災を受け、本市では、被災者・被災地の支援を積極的に実施しており、今後も継

続的な支援を実施していく方針である。 

・被災地の一刻も早い復興に向け、国の果たすべき役割は非常に重要である。全国各地からの

支援を効率的に被災地へ届けるためのコーディネートが不可欠である。加えて、原発問題、

今後の災害対策など、国がリーダーシップを発揮すべき項目をあわせて、国に対して要望を

実施する。 

【通常要望】 

・マスタープランに掲げる将来像を実現するため、本市が抱える課題の解決に向け、国に対し

て、積極的に働きかけていくことが重要である。 

・国においては、地域の自主性及び自立性を高めるための改革について議論が進められおり、

権限や税財源の移譲などの制度設計について積極的に働きかけていく必要がある。 

・また、昨今の経済状況などにより本市も厳しい財政運営を迫られていることから、権限や税

財源の移譲が実現するまでの間、国からの確実な財政措置について要望していく必要がある。 

・なお、今年度は、従来のスケジュールから約１か月前倒ししている。 

 

対 応 方 針 

 

今後の取組 

（ 案） 

上記の経過・課題を踏まえ、今年度は、以下の視点に基づき、下記の２６項目を選定し、国

に対して提案・要望活動を実施する。 

 

【選定の視点】 

①国が法律や制度の改正等を行うことにより、本市の事業推進が図れるもの。 

②市内における国事業の推進を内容とするもの。 

③財政措置の拡充や国の事業採択等を内容とするもの。 

 

【提案・要望項目】 

－地域の自主性・自立性の向上－ 

◎地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進について など２項目 

－都市機能の充実に向けた基盤整備－ 

◎地域自主戦略交付金について など１３項目 

－子どもたちを健やかに育む環境づくり－ 

◎子育て支援施策の推進について など７項目 

－暮らしの確かな安全・安心の確保－ 

◎生活保護の抜本的な制度改革と生活保護費及び関連経費の全額国庫負担について など４項

目 

 

【要望活動のスケジュール】 

６月中旬 大阪府内選出国会議員への説明会を実施 

６月下旬 関係省庁および国会議員等への要望活動を実施 

 

 



効果の想定 

 

・国の法律・制度の改正 

・国の平成２４年度予算への提案・要望内容の反映 

（各省庁からの概算要求・財務省の予算内示等、時宜に応じて状況を調査） 

・本市内における事業の補助採択等 

 

関係局との 

政 策 連 携 

 

以下の各項目所管部局及び東京事務所と緊密な連携を図る。 

財政局（財政部）、健康福祉局（生活福祉部等）、子ども青少年局（子ども青少年育成部等）、 

産業振興局（商工労働部）、建築都市局（都市整備部等）、建設局（大和川線推進室等）、 

教育委員会事務局（学校教育部等）、上下水道局（上水道部等） 

  

 




